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公益社団法人全国有料老人ホーム協会

■目的
高齢者向け住まい業界における「顧客保護」「事業の健全性確
保」にむけた事業（事業者向け（前払金保全制度、施設長研修
等）、消費者向け（苦情・相談受付、有料老人ホームの社会的
啓発等）、行政向け（集団指導連携等）事業）を展開

■会員数
438法人

(2024年度末時点)

■会員居室数 (2024年度末時点)

198,532室（21.9%）
参照：福祉施設・高齢者住宅Data Base

 （株式会社TRデータテクノロジー）(2025年4月1日時点)■体制
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公益社団法人全国有料老人ホーム協会

■沿革   昭和57年(1982年)2月設立
平成 3年(1991年)老人福祉法第30条※に規定
平成25年(2013年)公益社団法人化

※（有料老人ホーム協会）
第三十条 その名称中に有料老人ホーム協会という文字を用いる一般社団法人は、有料老人ホームの入居者の保護を図るとともに、有料老人
ホームの健全な発展に資することを目的とし、かつ、有料老人ホームの設置者を社員（以下この章において「会員」という。）とする旨の定
款の定めがあるものに限り、設立することができる。

２ 前項に規定する定款の定めは、これを変更することができない。
３ 第一項に規定する一般社団法人（以下「協会」という。）は、成立したときは、成立の日から二週間以内に、登記事項証明書及び定款の写
しを添えて、その旨を、厚生労働大臣に届け出なければならない。４ 協会は、会員の名簿を公衆の縦覧に供しなければならない。

  （名称の使用制限）
第三十一条 協会でない者は、その名称中に有料老人ホーム協会という文字を用いてはならない。
２ 協会に加入していない者は、その名称中に有料老人ホーム協会会員という文字を用いてはならない。
（協会の業務）

第三十一条の二 協会は、その目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。
一 有料老人ホームを運営するに当たり、この法律その他の法令の規定を遵守させるための会員に対する指導、勧告その他の業務
二 会員の設置する有料老人ホームの運営に関し、契約内容の適正化その他入居者の保護を図り、及び入居者の立場に立つた処遇を行うため

必要な指導、勧告その他の業務
三 会員の設置する有料老人ホームの設備及び運営に対する入居者等からの苦情の解決
四 有料老人ホームの職員の資質の向上のための研修五 有料老人ホームに関する広報その他協会の目的を達成するため必要な業務

２ 協会は、その会員の設置する有料老人ホームの入居者等から当該有料老人ホームの設備及び運営に関する苦情について解決の申出があつた
場合において必要があると認めるときは、当該会員に対して、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出を求めることができる。

３ 会員は、協会から前項の規定による求めがあつたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。
  （監督）
第三十一条の三 協会の業務は、厚生労働大臣の監督に属する。
２ 厚生労働大臣は、前条第一項に規定する業務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、協会に対し、当該業務に関し監督上
必要な命令をすることができる。

  （厚生労働大臣に対する協力）
第三十一条の四 厚生労働大臣は、この章の規定の円滑な実施を図るため、厚生労働省令の定めるところにより、当該規定に基づく届出、報告
その他必要な事項について、協会に協力させることができる。
  （立入検査等）
第三十一条の五 厚生労働大臣は、この章の規定の施行に必要な限度において、協会に対して、その業務若しくは財産に関して報告若しくは資
料の提出を命じ、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは協会の事務所に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿
書類その他の物件を検査させることができる。

２ 第十八条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について準用する。この場合において、同条第三項中「前二項」
とあり、及び同条第四項中「第一項及び第二項」とあるのは、「第三十一条の五第一項」と読み替えるものとする。 3



Ⅰ 公益社団法人全国有料老人ホーム協会の活動
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（Ⅰ）相談消費者
（入居者および入居
検討者ならびにその

家族等）

有老協
（Ⅵ）啓発

（Ⅱ）入居者生活保証制度

（Ⅲ）入居者生活支援

（Ⅳ）講座・セミナー・育成

（Ⅴ）調査研究

（Ⅶ）提言、連携

「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」の別表（第２条関

係）の「四 高齢者の福祉の増進を目的とする事業」かつ「十九 地域の健全な

発展に資する事業」であって不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの。

下図における（Ⅰ）～（Ⅶ）の各事業が公益認定され日常業務として運営して

いる。

（公益目的事業）
• 高齢者向け住まいの事業の健全性確保
• 入居者保護事業の実施

（老人福祉法）
• 入居者保護
• 有料老人ホーム業界の健全な発展

公益性の
認定

行政
（厚生労働省、国土
交通省、自治体等）

事業者
（有料老人ホーム等
運営事業者やその業

界団体）

１．事業の全体像
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◼ 入居者・消費者保護
◼ 高齢者向け住まい業

界の健全な発展

目
指
す
姿

（事業者向け）
事業者支援

事業者団体とし
ての組織力強化

◼ サービスの質の向上サポート
◼ 収益向上サポート

◼ 入会促進の取組み
◼ 事業者地域活動のサポート

（消費者向け）
認知度向上

◼ 高齢者向け住まいというサービス
を知ってもらう

◼ 高齢者向け住まいの選び方を知っ
てもらう

◼ 会員ホームのサービスを知っても
らう

（Ⅰ）相談

（Ⅵ）啓発

（Ⅱ）入居者生活保証制度

（Ⅲ）入居者生活支援

（Ⅳ）講座・セミナー・育成

（Ⅶ）提言等

（Ⅷ）その他（高住連等）

（Ⅴ）調査研究

◼ 公益事業として認証されている事業を活用し、消費者にむけた認知度向上、事業者支援、
組織力強化を重点的に取り組んでいる。

⚫消費者の皆様が、
安心※して高齢期
の住まいを選べる
社会を目指す。
※高齢期の住まい選び
に関して、想定され
るリスクが認識され
て、未然に防ぐため
の策が講じられてい
ること

⚫有老協は、事業者
がサービスの質や
コンプライアンス
を向上させる取り
組みを推進・サ
ポートし、優れた
事例や特長を広く
社会に知らせる。

２．事業全体像を踏まえた事業運営方針
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３．各事業の内容

事業 内容

Ⅰ 相談・苦情受付事業 高齢者向け住まいに関すること、入居に関すること、および入居中のトラブル
等に関する相談、苦情受付を実施。あわせて、ホーム運営のお客様の声を起点
にリスク探知を目的とした会員向け情報提供、入居・苦情相談の入電分析の消
費者・事業者へ展開を実施。

Ⅱ 入居者生活保証制度 高齢者向け住まいが家賃等の一時払いを設けている場合、消費者から受領した
前払金の保全について、事業者・入居者単位にその保証を受け付けている。事
業者が保証制度へ加入する際には、その事業継続に関する審査を実施しており、
あわせて、受付けリスク量に対する資金面での引き当ても実施。

Ⅲ 入居者生活支援制度 自然災害時等の入居者保護等を目的として、災害発生時にホームへの物的支援
や人的支援を行うことで、会員法人の事業安定化のサポートを実施。

Ⅳ 講座・セミナー・
育成事業

ホームの経営・日常業務運営支援を目的として、会員法人の社内人材育成支援
（主に組織中間マネージメント層の軸となる施設長向け研修※１）、地域活動の
サポート、ならびに定期的かつタイムリーな介護保険等の各種制度および事業
者間好事例の情報発信を実施。あわせて、サービス品質体系の会員ホームへの
普及を図ることで、会員ホームのサービス品質向上※２にむけたサポートを実施。

Ⅴ 調査研究事業 有料老人ホーム事業の調査研究として、設置運営指導指針に関する事業、ホー
ム運営における各種テーマを年度ごとに設定し事業として遂行している（2025
年度はホーム賠償事故判例の研究）。

Ⅵ 啓発事業 広報活動として、主に消費者向けに、高齢者向け住まいという「サービス全
般」「サービスの選び方」「事業者の取組み」を冊子（選び方ガイド等）、HP、
YouTube等SNS、シルバー川柳等の各種媒体を通じて発信。

Ⅶ 提言等事業 自治体等行政と連携し、自治体による補助金や交付金等の会員法人への情報提
供、自治体の集団指導への講師派遣等相互に連携、事業者への政策の速やかな
浸透、必要に応じて行政への要望事項を提言として実施。
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３．各事業の内容

※１ 施設長研修カリキュラム（下表は一部抜粋で全てで17講義）
ホームの組織運営において中間マネージメント層の育成はその巧拙に関わる重要な要素と考え
カリキュラムを一新し、2025年度から展開予定。

8

単元 講義 講義内容

1 施設長基本姿勢 施設長の基本姿勢

○有料老人ホームの社会的役割の理解
○施設長の３つのフィールドの理解（ホーム運営管理・法人経営の参画・地
域との共生）

○法人理念の重要性
○セルフマネジメントの必要性の理解

3
法人経営への

参画
施設運営における収支管理

○収入源、支出内容の理解
○損益計算書の理解
○適正なサービス量の理解

4

ホーム運営管理

人材マネジメント①
採用について

○人材マネジメントの総論
○採用に関する法令の理解
○採用のプロセスの理解
○採用形態の変化と留意点
○職員のキャリアパス（経済的処遇）
○人材育成に関する制度の整備
○人事考課基準

6 リスクマネジメント
○施設運営におけるリスクの把握
○各リスクの予防と対策
○リスクが生じたときの組織体制

8 労務管理

○労務管理の必要性の理解
○労働関係法令の理解
○多様な人材雇用（障害者・高齢者・外国人など）
○流行りのトラブル事例(ハラスメント）

12
入居者虐待・拘束防止
への取り組み

○虐待・拘束を防止するための組織づくり
○困難事例の対応方法

13 ストレスマネジメント ○ストレスマネジメント方法

14
入居契約における関係法令 ○入居契約書に沿った法令（老人福祉法、介護保険法、高齢者住まい等）

生産性向上への取り組み
○生産性向上への取り組みの意義
○具体的な進め方、取り組み事例15



３．各事業の内容

※２ サービス品質向上支援
ホームのサービス品質向上支援を３本柱にて展開。下図の「③第三者チェック」は有料老人ホーム設置
運営標準指導指針の内容に重ね合わせるよう評価項目を全面的に見直し、2025年度中に展開予定。
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10

Ⅱ お客様の声などからみる指導監督における課題
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１．独立行政法人国民生活センター様に寄せられたお客様の声

◼第2回(2025.4.28)｢有料老人ホームにおける望ましいサービス提供のあり方に関する検討会｣にて独立
行政法人国民生活センター様より提出された資料「有料老人ホームに関する消費生活相談の概要につ
いて」から

◼赤枠は3か年共通項目。
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２．公益社団法人全国有料老人ホーム協会に寄せられたお客様の声

◼第1回(2025.4.14)｢有料老人ホームにおける望ましいサービス提供のあり方に関する検討会｣資料から
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（１）苦情・相談のうち事業者による一方的な取決めに対する「お客様不満足の表明」を抽出

申し入れ内容 アドバイス

１ 6年入居後、原状回復費として約30万円請求され、
預けた通帳は、請求書に承認印を押すまで、返せな
いとのこと。

経年劣化、故意過失にかかわらず、請求された金額
を支払うことになっているのか、契約書を確認のこ
と。

２ ハウスクリーニングとして、マットレスの買い替え、
カーテンのクリーニング、エアコンクリーニング、
居室内消毒等を請求されているが、特約事項として
締結した覚えがない書類を持ち出されている。

一般論としては国交省の原状回復をめぐるトラブル
とガイドラインを参照。両者の合意によって新たに
規定した条項を「特約」という。したがって、合意
なき一方的に作成された特約は無効といえる。

３ 原状回復費規定で備品を新品に変えなければならな
い場合、利用者の負担と規定されている。

通常の使用を超える損耗として認めるかどうか。
マットレス、寝具については、一般的には施設負担。

４ 原状回復費として約20万円負担してもらうと言われ
たが、入居契約書とは別に修繕規定があるらしいが
提示されたことがない。

別途定めるという規定については、提示されたこと
もないことは、ホーム側の一方的な文書にすぎない。
今後、平行線を辿るようであれば少額訴訟も考慮。

５ 30万円の原状回復について相談。原状回復のガイド
ラインについて、施設側と話をしたところ、一般的
な賃貸契約に適用されるもので老人ホームには適用
されないと主張。

入居期間9年で建物と価値は減価していることも考
慮する事が求められる。指導窓口として市を紹介。

６ 22万円の現状回復費用を請求された。契約書は「全
額利用者負担」とされている。ガイドラインについ
ては｢ホームは対象外と言われた」

契約書にうたっており、それを前提に入居したので、
相談人としては弱い立場。ガイドラインでの減価の
考え方も説明し、交渉にあたることを勧めた。

７ 父親がホームで倒れ病院に救急搬送。ホームでは30
日を超えたら退居の規約がある。従って、自動的に
退居となった。生活保護を受給中であり、修繕費を
生活保護費用の中で充当されていた。本人の同意も
なく勝手に処理していることは違法ではないか。

修繕費についても住宅扶助のカテゴリーに入るのか
も福祉事務所が介入する必要がある。福祉事務所で
国交省の原状回復をめぐるトラブルとガイドライン
を援用するかは不明であるが、市の担当窓口に連携。

① 原状回復費用

３．お客様の声を起点とした業務改善
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② 介護サービス、費用請求

申し入れ内容 アドバイス

１ 入居後に事前の確認もなく、いろいろな事について
オプション料金を請求される。

契約書を確認されたい。ただ、改善の見込みが無い
ようであれば、他ホームを探すにあたりご協力させ
ていただく。

２ おむつの持ち込みについてこれまで無料だったもの
が、施設長が代わり枚数に限らず持ち込み１回につ
き定額を請求されることになった。

持ち込み代は通常請求するところはないのでは。指
導指針でもサービスの対価としての費用請求は認め
られているが、本件は指導指針に抵触する可能性。

３ イベント費用として、参加してもしなくても毎月定
額請求される。

契約書、管理規程、重要事項説明書で明記されてい
れば、問題とは言えない（非同意の可能性あり自治
体窓口を紹介）。

４ 請求書でお菓子や果物など1品おかずを付けたとい
う理由で毎月５～7万の金額が上乗せされてきてい
るが、このようなことは許されるのか。

契約書、管理規程、重要事項説明書で明記されてい
れば、問題とは言えない（非同意の可能性あり自治
体窓口を紹介）。

５ 昨日父がホームに入居。事前に説明なく「車いすが
必要なので、購入してください」「費用は18万円程
度。持ち込みの場合は管理費は550円/月」。

契約書、管理規程、重要事項説明書での記載にもよ
るが、特定施設においてケアプランに記載されたケ
アに必要な備品はホーム負担（自治体窓口を紹介）。

６ 住宅型有料老人ホームに入居中だが、別の住宅型有
料老人ホームへの移り住みを計画している。候補と
している移り住み先のホームから、指定したケアマ
ネジャーを利用するようにと言われている。

介護保険は別契約であり、基本的には自分で介護
サービスの業者は自由に選択できるのが原則。それ
が認められなかった場合、自治体の介護保険課に相
談するという途もあるが、移り住み先の再検討も選
択肢として持たれたい。

７ ホームの職員がまったく足りておらず、入居者をト
イレに座らせっぱなしで、入浴もケアプランでは週
2回となっているのに、1回しか入れて貰えない。何
度言っても改善されない。これ以上言うと、母に嫌
がらせをされないか心配。

ケアプランで決められたサービスをホームは提供す
る必要があり、何かの理由で提供できないのであれ
ば、介護記録にその旨を明記したうえで代替措置の
実施状況等を含め身元引受人等に説明をする必要が
ある（自治体の指導窓口を紹介）。

３．お客様の声を起点とした業務改善
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（２）お客様の声を起点とした業務改善

① 関係機関と自治体との情報共有の仕組み

◼ 全般的に各カテゴリにおいても、役務提供を受けるうえでの費用、および退去時における費
用に関して事業者と契約者との合意形成が不完全なことに起因している。

◼ なかには、パンフ上の表記では、お客様有利な文句をうたい、入居後に思いがけずお客様が
不利益を受けているのではと感じられるケースがある。

◼ これらをふまえ、お客様の声が頻繁に寄せられるホームや法人について、自治体が「事実関
係の確認が必要」と判断するきっかけとして、有老協等から具体的な内容共有が必要と考え
られる。

② 消費者向け啓発のさらなる活性化

◼ 有料老人ホームの入居に関連する契約は、｢住まい｣と｢サービス｣が一体で、内容が複雑。

◼ 内容を十分に理解しないまま契約し、入居後にニーズや必要費用が顕在化しトラブルとなっ
ている。一方で入居後は顧客側が事を荒げたくないというケースも多い。

◼ 事業者による丁寧な事前説明はもちろんであるが、顧客側もトラブルを避けるために、最低
限のポイントを理解しておくことが大切で、行政および有老協といった関係機関によるわか
りやすい情報の発信（相談窓口の設置、セミナー・説明会の開催、およびチェックリスト形
式での確認票等）が継続的に必要。

③ カスタマーハラスメント対策の規定化

◼ 一方で、お客様やそのご家族様からの過剰な要求等によりホームが対応に苦慮し、他のお客
様のサービス提供への支障となりうるケースの相談もある（一般的には職員離職に至るケー
スも報告されている）。厚生労働省から｢カスタマーハラスメント対策企業マニュアル｣等が
作成されており、有料老人ホーム設置運営標準指導指針に応じた各事業者での対策への表明、
規定化が求められる。

３．お客様の声を起点とした業務改善
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４．消費者向け啓発のさらなる活性化にむけた有老協での取組み

① 有料老人ホーム選び方マニュアル（A4、カラー、20ページ）

お客様向けに高齢期の住まいを安心して選択いただくために、高齢期の住まいの基礎知識やトラブルに
合わないための見学時・重要書類のチェックポイント、品質向上に取組むホームの事例等を紹介。

② 目次

１．高齢期の住まいとは
２．有料老人ホームとは
３．現在の状況をチェックしよう
４．必要な費用を知って、資金計画を

たてよう
５．見学のチェックポイント
６．重要書類のチェックポイント
７．安心できるホームを選ぶために
８．公益社団法人全国有料老人ホーム

協会のご案内

③ 2024年度活用状況

配付部数 配付先

約2,100部 自治体（都道府県、政令指定都市、中核市）、消費生活
センター等へ配付。

約1,000部 自治体、消費生活センター、地域包括支援センター等が
主催する消費者向けセミナーにて有老協が講師となり配
付。

約1,300部 ホーム、事業者が主催する消費者向けセミナーにて配付。

（１）有料老人ホーム選び方マニュアルの展開

https://user.yurokyo.or.jp/home/view/537

download
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Ⅲ サービス外付け型ホーム（サ高住、住宅型）の事業運営



１．有老協にて自治体の皆様から受けるご相談事項

架電あるいは補助金事業（有料老人ホーム等に対する指導監督等に関する実態調査研究事業
等）を通じての意見交換から、自治体から寄せられる確認ポイントは主には以下の３つ。

確認のポイント 設置運営標準指導指針の記載 確認内容 アドバイス

１ 職員がホームと併設
事業所とを兼務して
いる場合の勤務時間
の明確化

９（３） 有料老人ホームの職員
が、介護保険サービスその他の
業務を兼ねる場合にあっては、
各職員について、それぞれが従
事する業務の種別に応じた勤務
状況を明確にする観点から、適
切に勤務表の作成及び管理を行
うこと。

住宅型ホームに併設する通
所介護事業所の介護職員が
全員、ホームとしての介護
職員を兼業することとなっ
ているが、いかがか。

複数の事業を兼業することは
問題ない。ただし、指導指針
に規定するように、事業ごと
に勤務時間を明確に区分しな
ければならない。勤務時間の
区分が不明確で、介護保険事
業所としての勤務時間が配置
基準を下回る場合等留意が必
要。

２ 夜間、緊急時想定の
人員配置

７（１）三入居者の実態に即し、
夜間の介護、緊急時に対応でき
る数の職員を配置すること。

入居者への介護はすべて併
設する通所介護事業所が実
施するため、ホームが独自
に介護職員を配置する必要
がない、とする事業者がい
るが、いかがか。

指導指針では「夜間の介護、
及び緊急時に対応できる数の
職員を配置すること」とホー
ム類型を問わず義務付け。一
部の自治体では指導指針上で
25：1以上の介護職員の配置を
義務付け、他の自治体では24
時間365日、介護職員を1名以
上配置を求めているケースが
ある。

３ ご入居者によるサー
ビス選択の原則

８（９）ホ、(10)ハ 入居者が、
医療機関を自由に選択すること
を妨げないこと。協力医療機関
及び協力歯科医療機関は・・
（中略）・・入居者が希望する
介サービスの利用を妨げないこ
と。

入居契約上で、特定の医療
機関や居宅介護事業所の
サービスを義務付けるホー
ムがあるがどうか。

入居者には医療や介護のサ－
ビス選択権があり、特定の医
療・介護事業所利用との抱き
合わせ契約は認められない。

18



19

２．事業運営面での問題点、考えられる原因、およびその対策案

（１）問題点 （２）原因 （３）対策案

① 利用者のサービス選択の権
利が阻害されている可能性

② 社会保障費が不適切に費消
されている可能性

全体を黒字化するために、ホー
ム運営事業の収支を介護サービ
ス事業でカバーすることが運営
の前提となっている。

対策① 建物＆介護事業ごとの
勘定の明確化

対策② 包括報酬体系のサービ
スへの移行

上記問題点は、調査研究事業や
自治体の皆様からの問い合わせ
からうかがえる、サービス外付
け型ホームにおいて併設・隣接
サービス事業を同一法人・グ
ループで運営している場合にお
きうる問題点として整理したも
の。

①サービス外付け型ホームにお
いて、利用者のサービス選択
の排除あるいは利用者本位の
支援が行われにくいケースの
可能性がある。

② 本来必要のない過剰な援助
が行われている可能性がある
（あわせて十分ではない人員
体制でサービス提供されてい
る可能性がある）。

ホーム運営事業と介護サービス
事業にて勘定の分類管理がなさ
れていないケースが存在。これ
らの多くは介護サービス事業で
の黒字化が前提となっている可
能性が高い。

おのずからホーム運営事業を安
価に押さえることで集客を図り、
介護サービス事業では、過剰な
サービス提供あるいはミニマム
な人員体制となりがちに。

過剰なサービス提供あるいはミ
ニマムな人員体制を許容するた
めにケアマネジメントの独立性
が排除されることに帰結してい
るものと想定される。

【対策①】
顧客にとってのサービス選択
の自由度を確保する、あるい
は医療等特化型サービス提供
ホームを運営している場合
⇒ サービス外付けホームのま

ま、建物部分、介護サービ
ス部分を切り分けて、事業
ごとの勘定を明確化する。

【対策②】
訪問系サービスあるいは通所
系サービスを組み合わせ、特
定施設入居者生活介護のよう
な集合サービス、短時間頻回
サービスを提供している場合
⇒ 包括報酬体系のサービスへ

の移行（それに見合った人
員配置と報酬体系）。
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出展：有料老人ホームにおける望ましいサービス提供のあり方に関する検討会（第１回）2025.4.14 資料３から
＊サービス付き高齢者向け住宅の施設数・定員数は、サ付き情報提供システムによる（R5.9.30時点）
＊ 有料老人ホームの施設数・定員数は厚生労働省調べ（R5.6.30時点）なお、合計数には健康型有料老人ホームを含む。

有料老人ホーム
施設数 16,543棟

サービス付き高齢者向け住宅

施設数 8,222棟

特定施設入居者生活介護
施設数 5,179棟

うち
特定施設入居者生活介護
施設数 817棟

住宅型有料老人ホーム
（有料老人ホームのうち、特定施設入居者
生活介護の指定を受けていないもの）
施設数：12,061棟

介護付き有料老人ホーム
（有料老人ホームのうち、特定施設入居者
生活介護の指定を受けたもの）
施設数：4,464棟

サービス付き高齢者向け住
宅のうち有料老人ホームに
該当するもの
（サービス付き高齢者向け
住宅のうち、｢食事の提供｣
｢介護の提供｣｢家事の供与｣
｢健康管理の供与｣のいずれ
かを実施している場合、
｢有料老人ホーム｣に該当す
ることとなるが、登録を受
けている有料老人ホームは
届出不要。）
⇒サービス付き高齢者向け
住宅の約96％は有料老人
ホームにも該当すると推
定される

【対策案②】 【対策案②】

【対策案①】

【対策案①】 ａ）事業ごとの勘定の明確化 ＋ ｂ）ケースに応じてケアマネジメントの独立性確認

【対策案②】 ａ）包括報酬体系のサービスへの移行 ＋ ｂ）ａ）に見合った人員配置と報酬体系

３．対策案のまとめ



【対策案①】顧客へのサービス提供の自由度（サービス種類、併設建物内外問わず）を維持す
る、あるいは医療等特化型サービス提供ホームを運営している場合

ａ）事業ごとの勘定の明確化

⇒

ｂ）ケースに応じてケアマネジメントの独立性を確認

⇒

【対策案②】訪問系サービスあるいは通所系サービスを組み合わせ、特定施設入居者生活介護
のような｢集合サービス｣｢短時間頻回サービス｣を提供している場合

ａ）包括報酬体系のサービスへの移行

⇒

ｂ）ａ）に見合った人員配置と報酬体系

⇒
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建物運営等に関わるホーム運営事業、介護保険等の社会保障給付費を収入とする医
療・介護サービス事業の勘定を明確化し、かかる費用についても按分等の考え方に
ついての、ひな型の提示等。

ホーム運営事業の収支を介護サービス事業でカバーしているという疑義がある場合
において、ケアプラン点検を実施。

ⅰ)特定施設への転換を希望するホームについて、円滑に転換が進むよう、各自治体
の介護需要の状況等を踏まえつつ、自治体が作成する介護保険事業支援計画、介
護保険事業計画の見直しを行う必要がある。

ⅱ)人員基準等を満たすことができず移行できないホームへの対応。
ⅲ)すでに安価な住宅コストでサービスを提供できているご入居者への対応。

４．対策案ごとの課題

適切な管理会計に基づいた収支差率の把握
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対策案①におけるサービス外付け型ホームの勘定の明確化

CASE① 運営上の収支が適切と考えられるケース、かつ入居率80％の場合
CASE② 運営上の収支が適切と考えられるケース、かつ入居率95％の場合
CASE③ 運営上の収支が不適切と考えられるケース、かつ入居率80％の場合



◼居室数：50室、家賃：7万円、管理費：5万円 （オーナーへの家賃設定は満室入居家賃の80%）
◼入居数：40名※(入居率:80%)のうち90%(36名)が併設事業所を利用、介護保険収入は限度額の80%平均試算
◼管理者※はフロア管理、相談員、ライン、スタッフ業務等を兼務
◼介護職員※はライン、スタッフ業務等を兼務
◼各費用は当該法人の事業運営に応じた積み上げを実施
※ 収支は税引き前、収入/経費について、ご入居者の退去/職員の離退職の影響は考慮していない。

CASE① 運営上の収支が適切と考えられるケース、かつ入居率80％の場合
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◼居室数：50室、家賃：7万円、管理費：5万円 （オーナーへの家賃設定は満室入居家賃の80%）
◼入居数：47名※(入居率:95%)のうち90%(42名)が併設事業所を利用、介護保険収入は限度額の80%平均試算
◼管理者※はフロア管理、相談員、ライン、スタッフ業務等を兼務
◼介護職員※はライン、スタッフ業務等を兼務
◼各費用は当該法人の事業運営に応じた積み上げを実施
※ 収支は税引き前、収入/経費について、ご入居者の退去/職員の離退職の影響は考慮していない。

CASE② 運営上の収支が適切と考えられるケース、かつ入居率95％の場合
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◼居室数：50室、家賃：4万円、管理費：4万円 （オーナーへの家賃設定は満室入居家賃の120%）
◼入居数：40名※(入居率:80%)の全て40名が併設事業所を利用、介護保険収入は限度額の95%平均試算
◼管理者※はフロア管理、相談員、ライン、スタッフ業務等を兼務
◼介護職員※はライン、スタッフ業務等を兼務
◼各費用は当該法人の事業運営に応じた積み上げを実施
※ 収支は税引き前、収入/経費について、ご入居者の退去/職員の離退職の影響は考慮していない。

CASE③ 運営上の収支が不適切と考えられるケース、かつ入居率80％の場合
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Ⅳ その他お客様からの声
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１．その他お客様からの声（事業安全性に関しての質問）

◼ お客様の声として事業者の安全性に関する（選択に失敗できないという不安からの）ご質問を
頂戴する。

◼ 有老協からは、ホームにおける「情報公表制度に関すること」「見学・体験の重要性」「短期
解約制度のこと」「行政窓口のこと」「集団生活におけるメリデメに関すること」等をご説明
している。

◼ 一方で、開設後の短い時期で経営が行き詰まるケース等、事前の情報収集を消費者が行うには
限界がある。これには届出タイミングにおいて、収支情報のみならず、収支計画の妥当性、蓋
然性、および収支計画に対応した資金計画の確認が必要不可欠であると考えられる。

（例）事業計画において
単月黒字になるまでの入居計画（開設時入居者、月当たり入居者）
入居募集を行うための営業人員（あるいは委託する場合の予算立て）
入居ルートのアプローチ状況
周辺ホームでの価格競争力 等

◼ 次スライドに「ホーム開設タイミングにおける事業計画」サンプル（先述CASE①事例にて開設
から17か月目に単月黒字となる事業計画）を示す。

◼ 事業計画を達成するための計画の確からしさ、および達成時期が後ろにずれた場合等を想定し
たリスク管理ができているかが確認のポイントになるものと考えられる。



２．ホーム開設タイミングにおける事業計画の確認

◼「Ⅲ サービス外付け型ホーム(サ高住、住宅型)の事業運営」におけるCASE①事例を開設から17か月目に達
成する事業計画の場合
• 開設タイミングに8名ご入居で、以降月毎に2名のご入居を目指し（紹介会社チャネルはご入居者数の約

50%を想定）、相談員体制は1.5人
• 開設後17か月目（単月黒字）までの要準備資金は約30百万円（開設後６か月間はフリーレント）
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